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１．直近10年間を中心とした食品卸売業
の売上上位企業の変遷

１-1．食品卸売業界における展望の再検討

本稿の目的は、約10年前、中央学院大学創立40周年記

念に刊行された『春夏秋冬』において筆者が執筆した、

「食品流通における総合商社の食品卸売業系列化について

の方向性」で言及した方向性に対する確認と再考にある。1)

拙稿文末において、その方向性を示した。少し長くな

るが、以下、転載する。

「小売業が全国展開をしていることから、当該の小売業

に対して販売を行う卸売業が全国に販売網を有すること

は、当然のことと考えられる。これまでは食品卸売業の

数社がそれに対応していたが、将来的には食品だけでな

く、菓子、酒類など、さまざまな分野で同様の流れが起

きることが予想される。その過程で業務提携、経営統合、

合併などが繰り返し行われることとなると思われる。

総合商社がその一翼を担うことになるとは思われるが、

商社自体に小売・卸売間の取引についての知見がある場

合には、主体的に推進することが可能である。しかしな

がら、三井物産、三井食品の事例をみれば系列外の大手

卸売業に依存しなければならない事態も生じていること

も生じている。また、三菱商事、菱食の関係をみても、

必ずしも商社がすべてを決定しているわけではないこと

がみてとれる。

したがって、総合商社が、この流れの中で主体的な役

割を果たすためには、米国型のフルラインホールセラー

（Full-line Wholesaler、業種横断的卸売業）を創造する

ことを目的に、既存の卸売業の業務提携、経営統合、合

併を取りまとめる存在となることが必要である。また、

商社はその仮定の中で必要な事業投資を支援することで、

系列化することも考えられるが、経営主体はあくまでも

卸売業に委ねるような事業体を創出することが重要とな

るであろう。」2)

上記内容をまとめると、以下の３点になる。

漓全国展開する小売業に対応するため、食品卸売業が

全国に販売網を有し始めたように、菓子、酒類など、

さまざまな業種で同様の流れが起きる

滷総合商社がその一翼を担い、既存の卸売業の業務提

携、経営統合、合併を取りまとめ、必要な事業投資

を支援する存在となる

澆経営主体はあくまでも卸売業に委ねるような事業体

を創出することが重要である

したがって、本稿の目的は、前掲稿の執筆から約10年

経た現在において、上記の３点がどのようになったか確

認し、再度、今後の展望を考えることにある。

１-2．直近10年間の食品卸売業の売上上位企業の変遷

図表１は、1991年から2013年までの、食品卸売業の年

間売上規模の上位10社の変遷である。3)

前掲稿では、以下の指摘をしている。

「売上規模の変遷をみると、14年間（注：91年から04

年）、上位10社に留まった企業は、国分、菱食、日本酒

類販売、明治屋、加藤産業の５社だけであるが、実はこ

の間に次のことが起きている。

漓雪印乳業による系列食品卸売業の合併、及びその後の

伊藤忠商事に対する当該卸売業の株式売却

滷伊藤忠商事による系列食品卸売業の合併、及び雪印乳

業系食品卸売業の株式買収と傘下食品卸売業との経営

統合

澆三井物産による系列食品卸売業とキッコーマン系食品

卸売業との合併、及びその後の独立系最大手食品卸売

業に対する経営支援要請

潺三菱商事による独立系大手食品卸売業に対する経営支

援、及び系列卸売業との業務提携

潸漓～潺以外の総合商社による食品卸売業、食品取扱小

売業の業務提携、経営支援」4)

１) １) 松原寿一「食品流通における総合商社の食品卸売業系列化についての方向性」、中央学院大学創立40周年記念論文集部会、『春
夏秋冬』、成文堂、［2006>11］、pp. 27－49

２) 同上、pp. 46－47
３) 前掲、pp. 30－31における図表１-2に加筆。また、この順位は、日本経済新聞社が行っている「日本の卸売業調査」の調査結果に
基づいている。同調査は調査対象企業の自己申告に拠っているため、回答拒否をした企業は記載されない場合がある

４) 前掲、pp. 32。注書きは本稿において筆者が記載。また、91年から13年までの23年間の売上規模の変遷をみると、上位10社に留ま
った企業は、国分、日本酒類販売、加藤産業の３社だけとなるが、菱食と明治屋（後の明治屋商事）は合併して三菱食品となっ
ているため事実上は４社といえる
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図表１　食品卸売業年間売上 上位企業推移

出所：日本ＭＪ（日経流通新聞）編『トレンド情報源（前・流通経済の手引）』日本経済新聞社
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上記の５項目をみても分かるように、10年前の時点に

おいても、総合商社が食品卸売業に大きな影響を与えて

いた。さらに、直近10年間で、以下のように、その傾向

を強めている。

澁伊藤忠商事が系列の食品卸売業の再統合

澀三井物産が系列食品卸売業を通じて全国販売網を強化

するために、地域食品卸を合併・統合

潯三菱商事が系列卸売業を再統合し、食品のみならず、

菓子、酒類などの幅広い品揃えが行える総合食品卸売

業を誕生

⑨従前まで年間売上首位には、独立系の食品卸売業が長

らくその立場にいたが、上記澁、および⑧の総合食品

卸売業の誕生によって交代

⑩上記の状況を踏まえ、一定規模を有しない卸売業は存

在意義を失いかねない事態となり、合併・統合の動き

を加速

以下、澁～⑩の動向を、事例を基に、具体的にみてい

くこととする。

２．事例にみる食品卸売業界の直近10年
間の動向

図表２は、年間売上規模上位の卸売業を中心に、合

併・提携の状況を、前掲稿で示された内容から、以下で

示す記述をとりまとめたものを一覧にしている。

２-1．伊藤忠商事系列の卸売業の動向

（1）日本アクセス

日本アクセスは、1993年10月１日に食品製造業である

雪印乳業の系列卸売業５社が合併し、「雪印アクセス」と

して発足したことに始まる。その後、2000年６月末に雪

印食中毒事件に端を発し、消費者や取引先小売業などが

「雪印」ブランドを避ける意識が高まったことから、雪印

乳業は他企業に雪印アクセスの株式売却を始めた。02年

11月に伊藤忠商事が筆頭株主となり、04年４月に雪印ア

クセスは「日本アクセス」へ名称変更した。5)

５) 前掲、pp. 33－35

図表２　食品卸売業の合併・提携
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その後、06年６月伊藤忠商事が同社株式のＴＯＢ

（take-over bit、株式公開買い付け）を行い、親会社とな

った。翌年07年４月には、同じ伊藤忠商事系列の西野商

事と合併し、同時に、伊藤忠商事系列の菓子卸の「ドル

チェ」他、「エヌアイエスフーズサービス」など4社を子

会社とした。従前までは、フローズン（冷凍）食品、チ

ルド（冷蔵）食品などの温度帯管理が必要となる食品の

取り扱いが主体であった同社に、ドライ（常温）食品の

品揃えが一層拡充したことになる。

これに前後し、異業種との連携も深めている。合併１

か月前の３月に、大手医薬品卸「アルフレッサホールデ

ィングス」、一般医薬品（大衆薬）取扱いの医薬品卸の

「シーエス薬品」と業務提携を行った。6)

また、10年３月には、既に、アルフレッサ ホールデ

ィングスと提携している日用品卸「あらた」を含め、業

務提携を行った。これら一連の動きは、08年の特定健

診・特定保健指導の導入により、病院に行かずに自分で

病気予防、治療するセルフ・メディケーションへの動き

が予想されることへの対応や、09年の改正薬事法の施行

により一定の条件が満たされれば薬剤師がいない小売業

においても大衆薬が販売できることへの対応にある。つ

まり、大衆薬、日用雑貨、食品の各卸が、互いの取扱商

品の補完や流通チャネルの拡充を行うための提携といえ

る。具体的は、スーパーマーケットに健康食品の専門売

り場を提案する、コンビニエンスストアに大衆薬を販売

すると同時にのど飴などの品揃えを拡充する提案を行う、

ホームセンターに積極的に食品の取扱い提案を行うなど

が考えられる。

また、同社のこのような動きは、異業種卸売業とのみ

行っているのではなく、異業種のメーカーとも行ってい

る。例えば、「西野商事」との合併と同じ４月に「大塚食

品」、「大塚製薬」と共同で食品製造販売会社「大塚チル

ド食品」を設立し、飲料の製造販売を行っている。また、

玩具業界においても連携を深めている。一例としては、

玩具企業のバンダイと調理玩具の製造に協力し、取り扱

いも行っている。7)

親会社である伊藤忠商事は、10年に、日本アクセス株

式に対する再度のＴＯＢを行い、出資比率を９割以上と

した。翌11年には、傘下の物流業の「ファミリーコーポ

レーション」、生鮮卸の「伊藤忠フレッシュ」、業務用食

品卸の「ユニバーサルフード」を日本アクセスに統合さ

せた。「イズミヤ」、「ユニー」と資本・業務提携を行い、

伊藤忠商事として流通グループを形成し、その中間流通

機能を日本アクセスに集中させていることが理解できる。

というのも、上記の動きに前後し、日本アクセスは伊

藤忠商事と共同で商品流通を海外にも拡大している。09

年には、中国、上海の食品卸である「上海中金」に出資

し、イズミヤの蘇州、伊藤忠商事傘下の「ファミリーマ

ート」、ユニーの上海進出に合わせて、日本式卸売業の現

地対応も行っている。13年には、日本にも出店している

ドイツ資本の「メトロ」と連携し、日本食の輸出事業に

も取り組みを始めている。8)

日本アクセスの動向からを戦略の方向性を取りまとめ

ると、以下になる。

漓伊藤忠商事の流通グループにおいて、同グループ内小

売業のファミリーマートと共に、中核卸としてグルー

プの牽引役となる

滷異業種卸、異業種メーカーと共同し、取扱商品の拡充、

チャネルの拡充を図る

澆伊藤忠商事の協力の下に、取引先小売業と共同で海外

チャネルの拡大を図る

（2）伊藤忠食品

96年10月１日、伊藤忠商事の系列食品卸売業の「松下

鈴木」と「メイカン」が合併し発足したのが「伊藤忠食

品」である。日本アクセスが伊藤忠商事の子会社になる

10年前のことになる。日本アクセスと西野商事が合併す

る際に、伊藤忠食品も対象となるとの憶測もあったが、

６) アルフレッサ ホールディングスは、日本アクセスとの業務提携の前年06年に、シーエス薬品と業務提携を行い、グループ内のド
ラッグストアなどの小売販売を主体とする大衆薬卸部門の営業権を譲渡し、翌07年10月に完全子会社化した。さらに、08年には、
日用品卸のあらたとの連携を深めている

７)“のりまきまっきー”という海苔巻をつくる調理玩具では、老舗海苔メーカー「小善本店」に要請して専用サイズの商品開発を
要請し、セット販売なども行った事例がある

８) メトロ社は会員制業務用食品卸で“キャシュ＆キャリー（現金購入・持ち帰り）制”を導入している。同社のアジア事業部門が
運営する中国、インド、インドネシアの店舗に対して、“日本食コーナー”を開設し、しょうゆ、みそなどを販売
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結果的は加わらず、日本アクセスに伊藤忠商事傘下の卸、

物流業などの流通子会社を集約させたのは、前述にとお

りである。

この背景には、以下の理由がある。

「合併前の松下鈴木はイトーヨーカドー・グループ（現

セブン＆アイ・グループ）との取引が深く、合併後はよ

り一層の取引強化が深まるのではないかとの見方があっ

た。しかし、98年２月に、伊藤忠商事は西野商事を活用

し、ファミリーマートの株式を取得し、事実上の筆頭株

主となった。イトーヨーカドー・グループは、取引卸売

業が同一業態における他社取引を嫌う傾向があるといわ

れている。特に、コンビニエンストア業態であるセブン

イレブンは、他のコンビニエンスストアとの取引が深い

卸売業との取引を好まないと言われていた。結果からみ

ても、そのために、伊藤忠商事は西野商事を合併会社か

ら外したと思われる。」9)

その後、伊藤忠商品は、セブン＆アイ・ホールディン

グス(以下、セブン＆アイとする)の取引を守り、独自の

戦略を構築していく。

一例を掲げると、06年に、百貨店地下商品フロアで加

工食品売り場を展開、試食コーナーなどの販売促進を行

うための食品卸子会社、「アイ・エム・シー」を設立し

た。08年に、財務、経理、債権債務管理などの業務代行

会社として「ＩＳＣビジネスサポート」を設立した。同

社では、中国の大連やベトナムに事務作業の海外移管を

進め、低コストのビジネスモデルを構築させている。

さらに、10年４月からブランド・ビジネスに着手し、

有名シェフと共同で、伊藤忠食品独自の商品を開発し、

複数の食品メーカーに生産を委託し、初年度から黒字化

した。12年４月には、役員直属の“ブランド事業部”を

新設し、本格的に事業の柱とする取り組みをしている。10)

また、“ＷＥＢ（ウェブ）卸”を経営計画の中で標榜

し、ＢtoＢ（Ｂusiness to Ｂusiness、企業間取引）サイ

ト“Ｅco-モッタイナイ.com”という賞味期限が近いな

どメーカーにとって市場流通が困難な商品をネット・オ

ークション形式で販売仲介を行うサイトを始めた。

12年４月には、サイト運営のＥコマース以外にも、Ｓ

ＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）運営

や、ギフトカード販売の三つの事業を担当する“ＷＥＢ

営業本部”を設置し、本格的な取り組みを始めた。ギフ

トカードは、ネット通販用のもので、メーカーから受注

して取引先のスーパーマーケットやコンビニエンススト

アで買い物客に販売する。カード保持者は、伊藤忠食品

の運営するＷＥＢ商品交換サイト“ギフトカードモール

exchange.com”で任意に購入ができる仕組みとなってい

る。11)

この他、取引先であるスーパーマーケットのネットス

ーパーの配送代行、展示会のインターネットサイトでの

公開など、インターネットを活用した事業に積極的対応

している。

伊藤忠食品の動向からを戦略の方向性を取りまとめる

と、以下になる。

漓セブン＆アイとの取引を中心に、他の伊藤忠商事の流

通グループとは独自に動く

滷ＷＥＢビジネスを重視し、異業種チャネルとの複合化

を狙ったチャネル拡充

澆卸売業としてのプライベート・ブランド（ＰＢ）の積

極的開発

２-2．三井物産系列の卸売業の動向

（1）三井食品

00年７月、三井物産は系列食品卸売業「三友食品」と

醤油メーカーの「キッコーマン」系列の「小網」とが合

併し、「三友小網」が誕生した。翌年01年12月、三友小

網は第三者割当増資を行い、三井物産が引受けたことに

より、同社の子会社となった。前後して、01年６月には、

三井物産はイトーヨーカ堂グループ（当時）と包括締結

を結んでいるが、系列の三友小網が全国的な商品供給体

制が構築できていなかったことから増資を行い、地方の

中堅食品卸売業の系列化を推進していった。さらに、04

年４月、「三井食品」に社名変更し、商社系であることを

明確にした。ところが、05年秋、ダイエーはそれまで三

９) 前掲、p. 35。なお、当該稿では、「イトーヨーカドー」と表記しているが、本稿では引用を除き、「イトーヨカー堂」と記す
10) イタリアンシェフの川越達也監修のロールケーキ、野菜スイーツパテェシェ監修の野菜スープ、ＣoＣo一番館とのピラフやカレ
ーまん、ＰＩＺＺ－ＬＡ（ピザーラ）のピザソースなどの商品を開発している

11) 12年６月に、プレジデント社発行雑誌の“dancyu”と組み、“ダンチュウ ドットコム”を発売し、書店などの新しいチャネルを
構築することになった
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井食品の他、数社と行っていた加工食品の取引を、「国

分」と「菱食」に集約した。06年４月、三井食品は食品

卸売業最大手の国分と業務提携を発表し、親会社である

三井物産も同業務提携に全面支援することを表明した。12)

同提携内容は、三井物産、三井食品の依頼に基づき、

国分が三井食品の経営改善に対する支援・指導を行うと

いうものである。13)

これに伴い、07年10月、三井物産の子会社の酒類卸

「北酒連」、および三井食品北海道支社のセブン＆アイと

の取引を除くすべての取引を国分に譲渡した。結果とし

て、道内の三井食品はセブン＆アイとの取引に特化する

ようになる。しかし、その後、国分との関係は親密にな

るということはなく、14年12月に国分は丸紅と包括提携

を行うとの発表をした。

日経ＭＪ紙上において、三井食品長原光男社長は取材

に対して、「今回の提携で国分は菓子や冷凍食品の分野で

補完関係を築けるだろう。当社はかつて北海道での事業

を国分側に売却した事実がある。ただ、今は切磋琢磨す

る『競合の1社』という関係だ」と発言している。14)

三井食品は三井物産系列の卸売業を中心に、地域卸売

業との提携・合併を進め、全国販売網を構築していく。

10年に三井物産子会社のペット用品卸の「日本ベネット」

から一部事業譲渡、同年、食品卸の「梅澤」を買収し子

会社とした。12年に「エスケイ仙台酒販」と合併、13年

に「永井商店」から卸事業を譲渡、「浅井酒類」、「藤徳物

産」と資本業務提携した。

また、セブン＆アイ以外との取引を拡充するために、

他の大手卸が取引をしない中小スーパーとも取引を進め

る。そのための方策が、各地の地域商品を他地域の得意

先に紹介することや、上記の藤徳物産との提携がある。

同社は卸売業であるものの、惣菜工場を運営しているこ

とに特徴がある。地方における人手不足は深刻で、中小

スーパーで店内調理に人手を割くことが困難になりつつ

あるため、補完するための惣菜を積極的に提供する目的

がある。

その他、スーパーマーケット、コンビニエンスストア

以外にも、ドラッグストアやディスカウントストアとの

取引も行っていて、加工食品、酒類以外にも、菓子、生

鮮品を供給している。

三井食品の動向からを戦略の方向性を取りまとめると、

以下になる。

漓親会社である三井物産の包括業務提携先であるセブ

ン＆アイとの取引を全国規模で行う

滷上記漓を実行するために、地域卸売業と合併・提携の

推進、物流施設の全国展開。

澆セブン＆アイ以外にも、中小スーパー、ドラッグスト

ア、ディスカウントストアとの取引先を開拓し、その

ため、加工食品、酒類以外にも、菓子、惣菜、ペット

ケアなどの取扱商品を拡充

２-3．三菱商事系列の卸売業の動向

（1）三菱食品

三菱食品の誕生の背景には、親会社である三菱商事の

流通業に対する積極的な関与がある。そもそも、79年に

三菱商事系列食品卸売業の４社が合併して発足した企業

が、三菱食品の前身、菱食である。その後、00年にダイ

エーからコンビニエンストアである「ローソン」の株式

を取得し系列化した。02年に「ダイエー・ロジスティッ

クス・システム」からローソン向け物流事業を買収し

「エフエスエヌ」を設立し、翌年03年に「フードサービ

スネットワーク」に改称した。04年６月、菓子卸売業で

ある「サンエス」の経営支援を行い系列化した。05年５

月には、食品卸の「明治屋」と資本提携を行ない、明治

屋の食品卸売分部門を分離し、新会社、「明治屋商事」を

設立した。そして、11年７月に、菱食、明治屋商事、サ

ンエス、フードサービスネットワークの4社が合併し、三

菱食品が誕生した。

売上規模、総合力ともに、他の食品卸をしのぐ存在と

なった三菱食品は、海外事業、低温事業、ネット事業を

成長分野として位置づけた。具体的には、コンビニエン

スストアが品質にこだわるチルド（冷蔵）のデザートや、

弁当の物流を円滑に行うための物流拠点や再整備、イオ

ングループの食品スーパーであるマックスバリュと共に

中国に進出し、サプライチェーン・マネジメントを支援

するために、調達・物流機能を現地で構築する。12年10

月、デジタルガレージと共同出資で、インターネット販

12) 前掲、pp. 36－37
13) 前掲、pp. 37 脚注４、三井物産が06年４月３日付けで発表した「業務提携基本合意に関するお知らせ」による
14)『日経ＭＪ』［2014>12>19］p. 14
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売会社「ＦＯＯＺＡ（フーザ）を設立し、翌年からＢto

Ｃ（Ｂusiness toＣustomer、対消費者取引）サイト“食

座（ＦＯＯＺＡ）”を立ち上げた。

また、合併後、“バリューチェーン・コーディネータ

ー”を標榜していたが、“営業サービス”“ものづくり”

“ロジスティックス”の３つの柱で、バリューチェーン全

体の価値創出を図る体制を構築し始めた。営業窓口を一

本化し、地域ごとの担当部署が取扱商品の一括提案を行

う。それに伴い、ロジスティックスも集約する。さらに、

100人規模でのものづくりへの取り組みを行う。15)

三菱食品の動向からを戦略の方向性を取りまとめると、

以下になる。

漓総合的な品揃えを活用した、横断的な営業提案と物流

滷イオンとの海外事業の積極展開

澆インターネットチャネル、商品化への積極的な取り組み

２-4．独立系卸売業の動向

（1）国分

前述したように、06年に、三井物産、三井食品の依頼

に基づき、「国分」が三井食品の経営改善に対する支援・

指導を行ったものの、その後、関係は深まらなかった。

このことは、10年に日経ＭＪ紙上において掲載された、

国分の国分勘兵衛社長に対する取材記事に「三井食品を

含めいろいろ情報を交換している。しかし三井物産だけ

深い関係にあるわけではない。全方位外交でどの商社と

も組むし、商品の仕入れ先として大切にする。三井食品

とは必要があれば組む。」という発言がある。16)また、同

年、同紙上において掲載された、三井食品水谷真一社長

（当時）に対する取材記事に「国分と06年に業務提携し、

最初の３カ月は商売の仕方をみてもらい助言をもらった。

それをベースにここまで立ち直ってきたのは事実。今は

親密にやっているという話はない。」という発言がある。17)

国分が三井食品と業務提携をした前後の動向をみると、

05年に埼玉県の食品卸の「吉見商事」より卸事業移管、

07年の「福島県南酒販」と業務提携、前述した三井物産

系の北酒連の株式取得、08年にアサヒビール系の酒類卸

「ワイネッツ」の株式取得などがある。こうしてみると、

三井食品との業務提携も、国分の全国展開の一環とみる

ことができる。

また、01年に菓子事業に着手し、同様に他の卸売業と

の提携・買収などを進め、10年には菓子卸の「百瀬」と

共同出資で「百瀬国分」を設立し、その後、14年４月に

自社系列の「サンメイカ国分」と統合し「国分菓子」と

した。

前後して、07年に、一般用医薬品取扱いの医薬卸「大

木」、医薬品卸「東邦薬品」との業務提携を結ぶ。前述し

たように、09年に改正薬事法施行への対応であるが、国

分としては、スーパーマーケットやコンビニエンススト

アにサプリメントや健康食品の販売を目指していた。そ

の後、病院内にコンビニエンストアの併設が増えるよう

になると、当該店舗でのついで買い
．．．．．

促進を狙うようにな

り、支援を行う「東邦ホールディングス」が、飲料、の

ど飴などの他に、弁当、サンドイッチの供給を国分に協

力を求めるようになった。18)

さらに、11年１月に青果卸最大手の「東京青果」と業

務提携をした。さらに、翌12年には、北海道から九州ま

で全国各地の主要な青果卸７社と業務提携をした。国分

が扱う加工食品などと一緒に野菜・果物を配送し、商品

供給を充実させる。

同じく12年10月には、首都圏の冷蔵・冷凍食品の事業

を統合し、系列化の「国分フードクリエイト東京」に統

合した。この間、10年に「森永製菓」系列の冷凍・冷菓

卸の「サンライズ」を買収、「明治」系の卸である「東京

明販」から冷菓事業の移管を行っている。

このように、さまざま提携や合併を行っていた国分で

あるが、14年12月に総合商社の丸紅と包括提携を行うこ

とを発表した。15年６月を目標に、両社の事業子会社に

相互に出資する。新設予定の「国分首都圏」に丸紅が出

資すると同時に、同社の子会社である菓子卸「山星屋」、

冷凍食品卸「ナックスナカムラ」に国分が出資する内容

となっている。

三菱商事系流通グループの三菱食品、ローソンとイオ

15) 三菱商事の調品調達力を活用し、全国各地の銘柄米を揃え、二合単位の少量パックにした“ココメ”、一回食べきりの個包装にし
た煮物惣菜”やわらか楽チンお惣菜”がある

16)『日経ＭＪ』［2010>11>14］p. 7
17)『日経ＭＪ』［2010>11>26］p. 4
18) 09年４月に、東邦薬品が純粋持株会社制に移行し、東邦ホールディングスに商号変更
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ンの連携、三井物産系流通グループの日本アクセスとフ

ァミリーマート、同系列の三井食品とセブンイレブンな

どのセブン＆アイとの連携が深まっていることが背景に

ある。ただ、依然、他の総合商社との提携もあり、「双日」

がベトナムで出資している現地の食品卸に出資し、「豊田

通商」とも貿易海外業務事業に業務提携をしている。

つまり、特定の商社や特定の大手小売業との関係に偏

重することを避け、幅広い取引を目指していると思われ

る。その一環として、零細小売業からネット注文を受け

「ヤマト運輸」の宅急便の活用で配送する「問屋国分ネッ

ト卸」19)や、中国において「アリババ集団グループ」との

提携や、中国最大の企業向けネット通販サイト“天猫”

に仮想店舗を出店している。これにより、日本の食品メ

ーカーは国分にサイト掲載料を支払えば、中国において

商品販売が行える。

国分の動向から戦略の方向性を取りまとめると、以下

になる。

漓総合食品卸売業として、加工食品、菓子、酒類、冷凍

食品、冷蔵食品など、幅広い品揃えを目指す

滷特定の商社、特定の大手小売業に偏重した取引は行な

わずに、幅広い取引を目指す

澆ただし、上記漓滷を補完、遂行するための提携は積極

的に行う

（2）加藤産業

独立系食品卸の「加藤産業」は、三菱商事、三井物産、

住友商事から出資は受けているものの、それぞれ10パー

セントにも満たないことから、特定に総合商社に偏重し

ていない。ただ、海外事業に関しては、「住友商事」との

かかわりが強い。07年７月、住友商事のプロジェクトと

共同で、中国広東省の食品卸売業の広州華新に資本参加

し「広州華新商貿」を設立した。11年４月には、海外事

業推進部を設置し、人材育成等事業強化を図っている。

翌12年10月に、海外食品卸売事業会社の株式保有を目的

とする投資会社として、「加藤ＳＣアジアインベストメン

ト」を両社の出資により設立した。翌13年には、ベトナ

ムにおいて食品卸事業会社「加藤ベトナム」を設立した。

また、常温の加工食品の売り場提案力に定評があり、

小売業との商談時において指導的な役割を果たしている

という。ジャムやフルーツ缶などのプライベート・ブラ

ンドの“カンピー”も同社の利益率を押し上げていると

いわれている。これらのことが、図表１においても確認

できるように、順調な売り上げ増加と、順位の上昇につ

ながっている。

ただ、一方において、低温食品の取扱い強化にも取り

組んでいて、06年10月には冷凍・冷蔵部門を切り離し、

「日本水産」子会社の低温食品専門卸の「カネショー」と

合併し、「ケイ低温フーズ」を設立している。

（3）旭食品

04年に三菱商事が、地方の有力食品卸を集め、ボラン

タリーチェーンのＣＧＣグループを対象にした指定問屋

グループ「アライアンス・ネットワーク」を設立した。

構成企業は、東京の明治屋(当時)、高知の「旭食品」、福

島の「佐藤（商標 ボーキ佐藤）」、福井の「カナカン」、

青森の「丸大堀内」の５社であった。ところが、同年、

ボーキ佐藤が三井物産と業務提携をし、06年にはアライ

アンス・ネットワークを脱退した。

この背景には、総合商社の流通グループと大手小売業

の結びつきがあり、地域で有力な地方卸は取引を深める

商社系流通グループ、あるいは大手小売業を選択させら

れる状況になっている。というよりも、選択できる状況

にある場合は恵まれているともいえ、選択できず取引か

らはじき出される卸が続出したともいえる。

その後、明治屋の後身である明治屋商事が、アライア

ンス・ネットワークから脱退し、前述したように、11年

に合併し三菱食品となる。

そこで、旭食品、カナカン、丸大堀内は経営統合し、

13年１月に「トモシアホールディングス」を設立した。

図表１では、旭食品単体の売上で掲載しているが、トモ

シアホールディング全体では、12年度の売上げは6365億

円であり、三井食品を凌ぐ５位となる。20)

（4）日本酒類販売

05年５月、「日本酒類販売」は他地域の酒類卸と共同

仕入機構「酒卸ユニオン（ＳＯＵ）」を設立し、全国販売

19) 国分の子会社でコンビニエンストアの、国分グローサーズチェーンが開設
20)『日経ＭＪ』［2013>06>07］p. 4
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網の構築を目指している。21)

というのも、地方には県内を商圏とする小売業があり、

その小売を取引先とする卸売業が存在する。ただ、その

地方の小売同士が統合し広域化すると、県内だけを商圏

とする卸売業では対応できなくなってくる。そこに、大

手卸が参入するようになる。そこで、日本酒類販売は、

地方の中小卸の買収だけでなく、緩やかな連合体を形成

する狙いがある。

ただ、他の大手卸売業のようにフルライン化を目指す

のではなく、主力商品である酒類にこだわっている。特

に日本酒の場合、大手数社を除くと、ほとんどが中小、

零細規模のメーカーであり、事実上、営業能力がない企

業が多く存在する。そのための代行をするというのが基

本的な考え方である。

３．総合商社の流通系列化に伴う大手小
売業の取引先再編

ここまで、総合商社系列の食品卸売業の動向をみてき

たが、冒頭で記述した方向性になっているか確認するた

めに、１節１-1で示した漓～澆を再掲する。

漓全国展開する小売業に対応するため、食品卸売業が全

国に販売網を有し始めたように、菓子、酒類など、さ

まざまな業種で同様の流れが起きる

滷総合商社がその一翼を担い、既存の卸売業の業務提携、

経営統合、合併を取りまとめ、必要な事業投資を支援

する存在となる

澆経営主体はあくまでも卸売業に委ねるような事業体を

創出することが重要である

漓については、三菱食品が三菱商事系列内の菓子卸サ

ンエスを合併し、日本アクセスが伊藤忠商事系列内の菓

子卸ドルチェを自社系列化に組み入れた。国分が国分菓

子を設立し、丸紅との業務提携を機に丸紅系列の菓子卸

山星屋に資本参加する予定となっている。独立系の大手

菓子卸として残っているのは、「高山」のみとなっている。

滷については、前節で示したように三菱商事、伊藤忠

商事、三井物産ともに、系列化の卸売業の再編を行うと

ともに、系列化の小売業との連携を深めている。有力な

食品卸を系列化に有していない丸紅も国分と業務提携に

より再編を行ない、「東武ストア」、「マルエツ」などにも

出資している。また、国分傘下にも、国分グローサーズ

チェーンがある。住友商事も海外事業は加藤産業と提携

し、傘下に「サミット」がある。

以上のように、漓と滷については、前述の拙稿文末で

記した方向性が具現化されているといえよう。22)

澆については、外部からみて判断がしにくいため、後

述する。というのも、そもそも、総合商社の流通系列化

の動きは、大手小売業の商圏の広域化、全国化に対応し、

系列化卸売業の商圏、品揃えを拡大することを図ったも

のであったが、皮肉にも、このことが既存の帳合(取引)

を変更させることとなった。

以下、具体的な流れをみることとする。

従来から、小売業と卸売業の商談においては、複数の

卸売業による取引価格の提示を行う合い見積り
．．．．．

があり、

小売業はより安い価格を提示した卸売業と取引を行うこ

とが一般である。

ところが、04年頃から、この状況に大きく変化が現れ

た。伊藤忠商事系のファミリーマートが三菱商事系の菓

子卸サンエス(現三菱食品)から同系列の卸に帳合を変更

した。05年には、三菱商事系のローソンが丸紅系の菓子

卸の山星屋から同系列のサンエスに帳合を変更した。

丸紅がダイエーの経営支援を行うようになり、それま

でダイエーの主要取引卸は国分、菱食(現三菱食品)、三

井食品であったが、国分と菱食に帳合が集約され、三井

食品が取引から外された。

一方で、三井物産とイトーヨーカ堂グループ（当時）

の包括業務提携をしているため、三井食品とセブンイレ

ブンの取引は拡大していった。前述のように福島のボー

キ佐藤が、06年に、アライアンスグループを脱退した背

景には、同社のセブンイレブンとの酒類取引を三井食品

に移すとともに、イトーヨーカ堂系列の「ヨークベニマ

ル」との取引を拡大することになり、より地元小売業の

取引を優先したことがある。

ただ、セブンイレブンは三井食品だけでなく、伊藤忠

食品との取引は維持している。これが、日本アクセスが

中心となって、伊藤忠商事系列の卸売業の再編から独立

21) 14年６月５日現在で、28社が加盟（酒卸ユニオンホームページによる）
22) 脚注１に同じ
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して存在している理由となっている。三井物産、三井食

品が国分に支援要請のための提携を求めたのもこの時期

である。

そして、イオンは、菱食と加藤産業に帳合を集約し、

系列のマイカル、マックスバリュの取引においても福井

のカナカンが外された。次第に大手小売業の帳合から地

方の有力卸売業が外されるようになる。10年頃には、こ

の流れが鮮明になり、セブン＆アイは三菱商事系列との

取引を避け、イトーヨーカ堂は菓子の帳合をサンエスか

ら伊藤忠商事系、日本アクセスの子会社の「コンフェッ

クス」へ変更した。

もっとも、この流れの背景には、商社系列以外の要因

がある。小売業間の価格競争が一段と厳しさを増す中、

メーカーごとに帳合を一本化し、よりメーカーへの価格

交渉力を高める意図が鮮明となったことがある。そのた

め、帳合を獲得・維持する卸は、全国規模の物流網を持

たなければならない。

ところが、12年頃からは、小売業は系列内を含め特定

卸にのみ帳合を集約する動きが止まるようになる。卸売

間の競争を促進し、取引価格に反映する狙いがあるとい

う。例えば、ローソンは菓子の帳合は三菱食品集約した

が、食品についてはトモシアホールディングスに一部変

更した。23)

セブン＆アイでも、同様の動きがある。イトーヨーカ

堂では、プライベート・ブランドの取扱いを全面的に三

井食品に移すなど、取り扱い比率を高めていたが、一部、

伊藤忠食品に戻し始めた。また、セブンイレブンは独立

系菓子卸の高山に帳合の大半を依存していたが、一部、

コンフェックスに移した。

このように、一方向に動いたとしても、しばらくする

と揺り戻しがあるのが、取引関係ともいえよう。

また、この流れとは関係なく、イオンもセブン＆アイ

も、贈答品については、国分と伊藤忠食品との帳合を維

持している。当該の商品取り扱いのノウハウが他の卸売

業を凌駕しているためといわれている。つまり、他が取

って代われない機能については、規模や系列に関わりな

くその部分の取引は残るということである。当該の機能

が総合商社の指導で培われたものでないことは、国分が

独立系であることや、伊藤忠食品と同系列の日本アクセ

スが有していないことからも明らかである。

そのことからも、「澆経営主体はあくまでも卸売業に委

ねるような事業体を創出することが重要である」といえ

るのではないだろうか。

その意味では、伊藤忠食品は系列内から独立した存在

であり、三井食品は系列内に有力な菓子卸や小売業が存

在しないことから、他の商社系卸よりも、一層、特徴あ

る独自機能が必要とされる。

４．食品流通における今後の再編の展望

図表３は、前節３節と本節４節において、以下で記す

内容をまとめたものである

今後の再編の展望を考えると、いくつか注目すべき事

象が考えられる。

まず、セブン＆アイのグループ企業の中で、最も高い

利益を挙げている事業であるコンビニエンストア事業を

担うセブンイレブンの動向である。24)

そもそも、三井物産が包括業務提携を結んでいること

や、伊藤忠商事が伊藤忠食品を流通グループから独立さ

せて存続させていることの背景には、セブンイレブンの

高収益性があるためと考えられる。セブン＆アイが同業

態との取引を行っている卸売業を避けることから、ファ

ミリーマートを有する伊藤忠商事の中核卸である日本ア

クセスが取引から遠ざけられていることは既述したとお

りである。だが、万一、将来、セブンイレブンとファミ

リーマートが提携、または合併すると、これまでの関係

は変化することになる。

次に、三井物産と住友商事との相性である。三井系、

住友系は銀行、損害保険、クレジットカード、金属事業

の一部などでは、統合企業が存在している。25)ただ、生命

保険や鉱山事業本体などは別会社として存続しているし、

肥料会社の統合は叶わなかった。26)三井物産は食品卸を有

23) 当該の帳合を維持するため、全国物流網を有しないトモシアホールディングスは、北海道支店を、急遽、開設した
24) セブン＆アイのホームページ上の財務・業績データでは、コンビニエンスストア事業がグループ全体の３/４程度を占めている
25) 三井住友銀行、三井住友損害保険、三井住友 VISAカード、三井住友金属鉱山伸銅など
26) 住友商事ホームページ上のニュースリリース http://www.sumitomocorp.co.jp/news/detail/id=25537
三井物産ホームページ上のニュースリリース http://www.mitsui.com/jp/ja/release/2012/1199218_3610.html
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し、住友商事は小売を有している。商社全体の統合は難

しいとしても、当該事業の一体化の可能性があるのだろ

うか。これも、セブン＆アイの判断に左右されるのかも

しれない。

最後にインターネットビジネスのこれまで以上の拡大

である。数年前から家庭電化製品業界やアパレル業界に

影響が現れた現象に、“ショールーミング”と呼ばれる買

い物行動があった。店頭で商品の実物をみて、購入する

段階で、スマートフォンやタブレット端末などでインタ

ーネットの買い物サイトや価格比較サイトで価格を確認

し、店頭とインターネットで安い方で購入するというも

のである。

そこで、新たな販売方法として注目され始めたのが、

“オムニチャネル”である。オムニチャネルの定義は諸々

あるが、11年にアメリカの百貨店「メーシーズ」で始ま

ったとされる。27)それは、オンラインからリアル店舗への

客への送出、リアル店舗からオンラインへの送出を意味

する。具体的には、店舗でサイト価格と同等以下で販売

したり、自社でインターネット販売サイトを立ち上げ、

店員がタブレット端末で誘導したり、誘導アプリを提供

するなどの方策がある。

ただ、インターネット販売の短所のひとつに宅配があ

る。買った商品を自分で持ち帰らなくていい代わりに、

届くまで待っていなければならない。わが国の宅配のサ

ービス水準は高品質であるため、日にちのみならず、時

間帯指定も可能であるが、一定の時間帯外出できなくな

ることにはかわりない。

オムニチャネルのもうひとつの特徴は、インターネッ

図表３　総合商社と流通の関係

27) 三谷宏治『ビジネスモデル全史』、ディスカヴァー・トゥエンティワン、［2014］、pp. 55－256
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ト販売で購入した商品を、購買者の便利な場所（多くは

自宅近隣、または職場近隣等）で受け取れるようにする

ことである。

そして、わが国の小売業で、逸早く本格展開に着手し

始めたのがセブン＆アイなのである。「セブン＆アイ・ネ

ットメディア」が運営する“セブンネットショッピング”

で購入した商品を同グループの店舗、セブンイレブンや

イトーヨーカ堂１万７千店で受け取ることができる。

一方、イオンは当該事業においては、店舗数が圧倒的

に少なく、傘下の「ミニストップ」と、15年３月に発足

した傘下スーパーマーケット合併企業の「ユナイテッ

ド・スーパーマーケット・ホールディングス」を含めて、

２～３千店程度である。

むしろ、当該事業では、インターネット販売事業最上

位の「アマゾン」が着手している。セブンイレブン以外

の、大手コンビニエンスストア３社の２万５千店（ロー

ソン、ファミリーマート、ミニストップ）とヤマト運輸

集配所の３千店で受け取ることができる。

当該ビジネスの中心は、必ずしも、食料品ではないが、

米、飲料、加工食品などは相応に需要があるといわれて

いる。したがって、当該ビジネスの拡大度合いによって、

セブン＆アイのビジネスの方向性が大きく変わることも

考えられる。その結果、小売業の更なる再編、連動して

卸売業の更なる再編が考えられる。
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